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In the previous reports, 2, 392 household members of 815 newly registered tuberculosis 

patients at the 12 health centers in Osaka prefecture during the period from January to June, 

1976, were studied, and 1, 303 persons (54. 5%) were available for the family contacts exami

nation performed within 3 months after registration (here-in-after called 1st year), and 26 

active cases (2% to the total number examined) were discovered.

The survey was repeated in the second year in the same manner as done in the 1st year-

to know to what extent the family contacts examination was performed and how many patients 

were discovered during the period from October, 1976, to December, 1977, (here-in-after called 

2nd year) for 1,980 family contacts of 704 patients, excluding 111 patients discharged from 

registration by the end of 1977 (Table 1). The examination was performed for 24.3% during 

the 2nd year (Table 2), and 17 active cases were discovered (0.86% to the total household 

 members) . Among them, 10 cases (2.1% to the total examined) were discovered by family 

contacts examination and the remaining 7 cases by symptomatic visit to general practitioners 

(Table 3, 4).

The detection rate of new patients was higher among contacts of bacilli positive cases than 

among contacts of non-bacillary cases (Table 5).

These new patients were found not only among persons who were not examined at 1st year 

but also among persons who were examined without any particular findings Observing by the 

age group of new cases, 2 cases were in infants, 2 in school children, 2 in high school students 

and 10 in adults (Table 6, 7).

From the above mentioned results, it can be said that the incidence of new cases among 

family contacts was high even during the 2nd year after registration of new cases.

The examination of family contacts should therefore be continued at least to the 2nd yeaer 

as one of procedures for tuberculosis case-findings.

*From the Osaka Prefectural Habikino Hospital , Habikino 3-7, Habikino City, Osaka 583 Japan.
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ま えが き

昨年度,著 者らは1)大 阪府下12保 健所における結核患

者登録時の家族検診(以 下家検)の 実態を調査 し,(1)新

患 登録時の家検実施率は全体として54.5%で あったこと,

(2)要医療者の発見率は家検受診者数に対 して2.0%,総

家族数に対 して1.1%で あ り,な かでも排菌陽性患者の

家族からは3.0%と 高率であったこと,(3)初 感染結核児

の発見された家族は,排 菌陽性患者の家族 とともに家検

の優先順位が高いことを指摘し,結 核患者の発見には定

期健康診断よりも,定 期外の検診特に患者登録時の家検

に万全を期せば,実 数 として倍近い患者が発見され るの

ではあるまいかと報告 した。

上述の報告は,患 者登録時 という断面において患者発

見が高率であることを立証したものであるが,今 回は,

それ以降,登 録時より10～24ヵ 月(以 下2年 目)に おい

て家族からどれ くらい患者発生があるのかという,い わ

ば家族内患者発生の動的観察を行なお うとした。わが国

においては,40歳 以下の若い世代の多くは,BCG接 種

により免疫が付与されていることから,発 病形式も陽転

発病から,い わゆる既陽性発病の様相をとり,よ し家族

から感染を受けたとしても発病にいたるまでにはかなり

長い年月を要することが多く,発 病 もまた散発的であろ

うと推測される。このような考えをふまえて 「患者家族
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に対 しては患者の登録期間中は毎年家検を実施すべきで

ある」 と定められている従来からの家検の制度が,今 な

お理にかなつたものであるかどうか,そ の妥当性をも検

討 しようとした。

研究対象と方法

研究対象は昨年度の研究対象である登録患者(昭 和51

年1～6月 の新登録)患者)815の 家族2,392の うち,昭 和51

年12月 までにすでに登録 より削除された111例 を除外し

た704例 の家族1,980を 対象 とし'登 録後2年 目に家検を

受診 したかどうかを,ま た受診 した場合はその結果を,

登録時の家検受診の有無別,結 果別に調査し,今 回要医

療となつたものについては昨年度の結果と対比して検討

した。また,こ の期間中に自ら医療機関に受診して要医

療 となつたものも調査 し,同 様の検討を加え,両 者を合

わせて患者家族2年 目の患者発生の実態とした。

研 究 成績

1.　家検実施状況

2年 目の家検受診状況 とその結果を,登 録時のそれと

対比して総括したのが表1で ある。年齢層別に登録時お

よび2年 目の受診状況をみたのが表2で ある。全体とし

て登録時 も2年 目もともに受診ありは14%,2年 目のみ

受診あ りは10.3%,し た がつて2年 目の家検 実施率 は

24.3%で あつた。登録時のみ受診あ りが42.5%で 最 も多

く,登 録時以来全く受診なく放置されている家族が33.2

%を 占めていた。

II.　要 医療者の発見

(1)　今回,家 検 として胸部X線 検査が実施されたものの

うち,学 会病型II, III, Pl, H型 で要医療と診断された

ものは,未 就学児で29中2,小 中学生で66中2,成 人で

は324中6,計419中10で あつた。未就学児,小 中学生で

はッ反応検査 も含めた総受診者数70中2,87中2で,そ

れぞれ2.9%,2.3%,成 人では1.9%の 発見率であつた。

患者家族に対する2年 目の家検の受診率は,全 体として

24.3%で 登録時の54.5%に 比 し約半分に低下しているが,

要 医療者は同程度かむ しろ高率に発見された(表3)。

(2)　能動的家検により発見された上記10の ほかに,こ の

期間中に自ら自覚症状出現のために医療機関に受診して

7が 要医療者 として発見されていた。したがつて2年 目

の家族からの患者発生は計17で あり,総 家族数1,980の

0.86%に あたる高率であつた。

III.　要 医療 者17に つ い て の検 討

(1)　2年 目に発見された17の 要医療者の年齢層別,病 型

をみ ると,表4の 通 りで乳幼児では皿型Pl型H型 がそ

れぞれ1,小 中学生では豆型,皿 型がそれぞれ1,成 人

では∬型3,皿 型8,頸 腺結核が1で あつた。これら未

就学児,小 中学生の計5中4は 家検発見,1は 施設に入

所後,発 熱で発見,成 入の12中6は 家検,6は 自発受診

による発見であつた。

(2)　登録患者の登録時排菌状況別に今回の発見者をみる

と表5の 通 りで,塗 抹陽性患者家族7,培 養のみ陽性患

者家族3,排 菌陰性患者家族6,菌 成績不明患者家族1

であ り,未 就学児,小 中高校生で要医療 となつた7中5

が排菌陽性患者の家族であつた。

(3)　17の 要医療者の登録時の家検の状況をみると,登 録

時受診なしが4(23.5%),受 診結果異常なしであつたも

の8(47.1%),ツ 反応陽性で予防内服せずが2(11.8%),

Table 2. Attendance Rate of Contacts Examination

Table 3. Detection Rate of New Cases by Family Contacts Examination

No.of cases requiring treatment/No. of cases examined (%).



240 結 核　第54巻　 第4号

Table 4. New Cases According to the Age Group and Type of Disease

() detected symptomatic visit.

Table 5. New Cases According to the Bacteriological

 Status of Sources

Table 6. Detection Rate of Cases According to the Results of Examination

 at lst Year

ツ反応陰性でBCG接 種ずみが1(5.9%),受 診時IV型

が2(11.8%)で,こ の2は いずれも今回排菌を伴 うII型

として発見された。

これ らはそれぞれ登録時受診せず861中 の4(02.5%),

受診結果異常なし875中 の8(0.9%),ッ 反応陽性で予防

内服実施せず43中 の2(4.7%),ツ 反 応陰性でBCG接

種ずみ119中 の1(0.8%),登 録時1V型14中 の2(14.3%)

に相当する発見率であった(表6)。

(4)　登録患者と今回発見の要医療者の年齢層の関係をみ

ると表7の 通 りで,患 者が成人である場合,2年 目も未

就学児,小 中高校生の発病が多い印象を受ける。 これら

6の うち2は 登録時受診なし,1は ツ反応陰性でBCG

接種ずみ,1はBCG歴 な しでツ反応中等度陽性であ り

ながらX線 上異常なしで予防内服せず,2は ツ反応検査

せずにX線 検査のみで異常なしとされていたが,今 回ツ

反応強陽性を知 り,X線 検査の結果活動性結核を認めた

ものであった。

考 案

結核患老の家族集積性は周知の事実ではある。 しか し

近年,若 い世代の多くはBCG接 種 により免疫が付与さ

れてお り,万 一家族がら感染を受けても発病までたは長
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Table 7. Relation between the Age of Source Cases and New Cases

い年月を要すると想像されるので,家 族検診 としては,

患者の登録時の検診に万全を期せば,そ の後は毎年実施

しても,そ れほどの患者発見は得 られないのではあるま

いかと考えての今回の追跡調査であった。

しかし成績で述べたごとく,受 診者に対する要医療者

の発見は,登 録時の家検による場合とほぼ同様の率であ

り,ま た能動的家検による以外に,自 覚症状出現のため

自ら医療機関に受診することによつて発見されるものも

多 く,2年 目においても総家族数に対 して0.86%と い う

高率の患者発生であった。しかも,そ れ らは必ず しも登

録時未受診であったものに片寄っているのではなく,登

録時の家検で異常なしとされたものからも0.9%の 発見

があったことは注目された。問題は家検の受診率(実 施

率)と 実施する場合の手順にあると思われる。

登録時54.5%で あった受診率は,2年 目には24.3%と

低下しているし,登 録時 も2年 目も受診 したものはどの

年齢層とも15%程 度でしかなく,全 体の約1/3の 家族は

登録時以来全く未受診のまま放置されていることが浮き

ぼ りにされた。これら全く未受診の家族は,行 政の網の

目から落ちこぼれたものとして大きな問題 と思われる。

2年 目の要医療者17中7は 高校生以下の小児であるが,

昭和52年 の大阪府における小児結核の調査2)で もその85

%は 家族内感染であ り,約30%の 患児は1年 以上前にす

でに感染源と思われる患者が発見されていること,更 に

結核で管理されているはずの父親あるいは母親からの感

染が多い事実 も把握されている。 このようなことは,患

者家族の未成年者の検診の重要性を物語るものである。

家検を実施する場合の手順 とは,未 成年者に対 しては

まず ツ反応を実施し,陰 性ならばBCG接 種を,ま たツ

反応陽性ならばその大きさとBCG歴 を考慮してX線 検

査を,そ して異常なければ化学予防をとい う手順をふむ

ことが大切と思われる。今回発見された未成年者の中に

は,登 録時にツ反応を実施せずにX線 検査のみ行なつて

異常なしとされ,2年 目になっては じめてツ反応を実施

して強陽性を知 り,そ の後実施 したX線 検査により活動

性結核を発見されているのがあるが,こ れらは,登 録時

にツ反応を実施 しておけば,そ の時期に有効な化学予防

の対象としえたのではあるまいか,ま たツ反応陽性で予

防内服を実施しなかつた43中2(4,7%)に 発病をみてい

ることも,あ るいはと感じさせられるものであるなどで

ある。

一方,2年 目の要医療者17中7が 患者 自ら自覚症状出

現のために医療機関に受診して発 見 され て い るが,

high-riskで あ る患者家族では,特 に有症状時の受診の

すすめの指導の重要なことを示すものと思われる。

ともあれ,患 者家族からの患者発生の動的観察を云々

するためには,厳 密には家検を洩れなく実施 し,登 録時

も2年 目も(3年 目以後も)家 検を受診 したものか らど

れだけ患者が発見されたかを検討すべきであろうが,現

実が示す程度の家検実施率であれば,そ の検討 も困難で

あるし,も ともと患者発見の動機がわが国では70～80%

が 自ら医療機関に受診 しての発見であることを考えると,

自発的受診にて発見 された患者を含めて検討 した上述の

成績(総 家族に対 して登録時1.1%,2年 目086%の 発

生率)を 患者家族からの患者発生の動的観察の成績 とす

ることで誤 りはないと思われる。

ただ患者家族の受診状況およびその結果を年次別にま

とめるとい うことに方法論的困難性を感 じる。それは患

者登録後6ヵ 月以上経過すると,転 出,転 症,死 亡ある

いは治癒 とされて削除され る例が経時的に増加 し,あ る

一定期間中
,あ るいはある断面での家検の対象 となる正

確な家族数を把握することは至難の業であるからである。

今回の調査でも,1年 以内に削除されたもの,1年6カ

月前後に削除されたものなど削除された時期が多様であ

る。これらを一括して2年 目の家族からの患者発生の成

績として報告するには著者自ら釈然 とせぬ点がある。 し

かし登録患者の家族について登録後2年 までの状況を可

及的に追及し,登 録時の受診状況と対比させて検討 した

今回の成績は2年 目の患者発生 として差支えないものと

考える。

付.合 理的な家検を実施するために

われわれの研究対象は,最 初昭和51年1月 ～6月 に肺

結核として新登録された患者であったが,51年12月 まで

に111が,52年 末 までに計262(約1/3)が 削除されてお

り,ま た284(31.9%)が す でに治療を終了して経過観察

となっている。死亡,転 出,転 症は ともか くとして,長

いもので2年,短 いものでは6ヵ 月あまりで,こ のよう
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に管理区分が変更されてお り要医療 として継続されてい

るものは,332(37.3%)の み となっている。

大阪府においては短期治療の推進に努力がなされては

いるが,1年 前後の治療で終了されているのは羽曳野病

院で受療 したわずかな症例のみで,一 般 には未だ長期間

の治療が行なわれているのが現状である。しかるに登録

時II,III型 のみを取 り上げてみても要治療として残され

ているものは,菌 陽性例では157中97(61.8%)で あ る

が,菌 陰性例では335中153(45、7%),菌 不明例では150

中41(27.3%)と 極めて少ない。かかる登録後1年 前後

にすでに治療が終了された り治癒とされたものには,非

結核性肺疾患がかなり含まれていたのでないかと推測さ

れる。このようなことからも患者発見時には喀痰検査を

実施 し結核菌を証明することが大切であ り,菌 陰性の場

合はあ くまで肺結核の疑いとして登録すべきであろう。

疑い診断の場合でも化学療法を開始することはやむをえ

ないとしても,3ヵ 月目にはX線 陰影の動きを検討して

疑い診断を晴らす確定診断の機会を予防法公費負担申請

の診査会において設け,非 結核と診断された場合は直ち

に転症削除とすべきであると思われる。患者家族の検診

は,結 核患者の家族に対 して行なわれる伝染病対策であ

り,登 録時結核菌陰性の,あ るいは菌不明の多 くの家族

に対してまで引き続き毎年実施することは実施する側に

とつては無駄な労力を費やすことになり,受 診させられ

る側にとっては無用の精神的負担を受けることにもなろ

う。登録時に喀痰検査を励行することは,他 の何事より

も最も重要であ り,塗 抹陰性の場合は,た とえ後 日培養

結果が菌陽性であったとしても,家 族に対する感染性は

塗抹陽性例 より著 しく低いので,登 録時,確 診の得られ

ぬままに急いで家検を行なわなくても,そ れほど重大な

危険はないと思われる。登録時が約50%,2年 目が約25

%と い う程度の現実の家検実施率であるならば,そ の労

力を塗抹陽性患者家族を徹底 して洩れなく検診すること

に注ぐべきで,そ の次に後日判明した培養陽性患者の家

族に手を伸ばす とい う方法が合理的な家検実施の手順と

思われる。

結 語

(1)　大阪府下12保 健所における昭和51年1月 ～6月 に新

しく登録された患者の家族について,登 録後10～24ヵ 月

(登録2年 目)の 状況を追跡し,家 検の受診状況,そ の

結果,お よび家検以外に発見された要医療者を検討し,

患者家族からの2年 目の患者発生を調査 した。

(2)　家検受診率は,登 録時 も2年 目も受診したもの14%,

2年 目のみ受診 したもの10.3%で 全体として2年 目の家

検受診率は24.3%で あった。登録時のみ受診 した もの

42.5%,登 録時以来全 く受診のないもの33.2%で あった。

(3)　2年 目の家 検 受 診 者481中10(2.1%)に 要 医 療 者 が

発 見 され た。 年 齢 層 別 に み る と,未 就 学 児 で は70中2

(2、9%),小 中学 生 では87中2(2.3%),成 人 で は324中

6(1.9%)で あ り,登 録 時 の家 検 で の 発 見 率2.9%,1.6

%,1.9%と ほ ぼ 同 様 の 率 で あ っ た 。

(4)　2年 目に発見された要医療者は,家 検で発見された

上記10の ほかに,患 者自ら医療機関に受診 して発見され

た7が あ り,計17で あ っ た。 これ は2年 目の総家族

1,980中 の0.86%に 相 当した。

(5)　要医療者17は,登 録時受診のなかつ た861か ら4

(0.5%),受 診結果異常なしであった875か ら8(0.9%),

ツ反応陽性で予防内服を実施しなかつた43中2(4.7%),

ツ反応陰性でBCG接 種 した119か ら1(0.8%),受 診結

果IV型 であった14か ら2(14.396)の 発見であつた。

(6)　要医療者17は,未 就学児,小 中学生,高 校生が計7,

成人が10で あ り,登 録時排菌陽性患者家族が10を 占めた。

(7)　以上の事実は,2年 目においても家族内より高率に

患者の発生があることを示すものであり,患 者家族の検

診は,患 者の登録時のみならず,2年 目も引き続きその

実施を怠ってはならない。

(8)　新 登録者中には,非 結核性肺疾患もかなり含まれて

いる可能性があるので,登 録時には喀痴検査を励行し,

結 核菌陽性患者の家族に的を絞った徹底した検診を行な

うことが合理的な家検の実施手順と思われることを付記

した。

稿を終わるにあた り,本 研究にご協力願つた大阪府下

12保健所職員の方々,な らびにご校閲を賜わった大阪府

立羽曳野病院山本和男院長に深謝します。なお本論文の

要旨は,第53回 日本結核病学会総会において大塚順子が

発表した。
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